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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (千円) 1,763,839 1,859,413 2,081,940 2,210,992 2,186,356

経常利益 (千円) 674,647 707,319 869,487 948,751 822,779

当期純利益 (千円) 393,829 422,979 532,367 562,075 487,817

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 292,500 292,500 292,500 292,500 292,500

発行済株式総数 (株) 5,000 15,000 15,000 15,000 15,000

純資産額 (千円) 5,240,061 5,540,035 6,058,868 6,521,066 6,616,097

総資産額 (千円) 5,849,137 6,197,406 6,784,655 7,214,474 7,121,741

１株当たり純資産額 (円) 1,044,912.37 368,251.00 403,924.57 434,737.77 441,073.19

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

20,000.00

(―)

8,000.00

(―)

10,600.00

(―)

11,200.00

(―)

10,800.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 75,665.90 27,113.95 35,491.17 37,471.67 32,521.18

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 89.6 89.4 89.3 90.4 92.9

自己資本利益率 (％) 7.8 7.8 9.2 8.9 7.4

株価収益率 (倍) 30.9 19.3 16.6 13.3 13.7

配当性向 (％) 26.4 29.5 29.9 29.9 33.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 461,851 579,728 679,419 688,638 515,875

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △265,314 △709,012 540,589 △365,938 △774,940

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △59,848 △99,155 △119,655 △158,818 △167,953

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 628,525 400,086 1,500,440 1,664,321 1,237,303

従業員数 
(他、平均臨時雇用者数)

(人)
78

（5）

81

（7）

88

（8）

94

（6）

92

（14）
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(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 平成16年８月20日付をもって１株につき３株の割合で株式分割を行っており、平成16年６月末時点の株価は

権利落ち後の株価となっております。なお、第14期の株価収益率については、１株当たり純資産額等との整

合性を図ることから、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

６ 従業員数は就業人員数であります。 

７ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 
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当社は平成２年７月に設立し、旧株式会社エーワン精密(昭和45年９月に有限会社として設立し、昭和

55年２月株式会社エーワン精密に改組)の事業のすべてを営業譲受しております。従いまして、以下の記

載事項につきましては特段の記述がない限り営業譲受までは、旧株式会社エーワン精密について記載して

おります。 

 

  

 
  

２ 【沿革】

年 月 概      要

昭和45年９月 有限会社エーワン精密を設立、スイス型自動旋盤用カムの設計、製作、販売を開始。

昭和46年５月 東京都府中市紅葉ヶ丘二丁目３番32号に本社工場を建設、移転。

昭和49年６月 山梨県韮崎市旭町に山梨工場建設。

昭和51年６月 小型自動旋盤用超硬付コレットチャック等の研究開発に着手。

昭和52年３月 小型自動旋盤用超硬付コレットチャック等の販売開始。

昭和55年２月 東京都府中市分梅町三丁目41番８号に本社工場を移転。 

有限会社エーワン精密を株式会社に改組。

平成２年４月 コレットチャック等の数量の増大に伴い、生産設備の増強を図るため山梨工場に第２工場建設。

平成２年７月 社名を株式会社エーワン商事に変更するとともに、株式会社エーワン精密を設立し、営業譲渡す

る。

平成８年11月 山梨工場に第３工場を建設。自動旋盤用カム部門を統合、移転。

平成10年３月 東京都府中市分梅町二丁目20番５号に本社建設、移転。

平成11年６月 山梨工場に切削工具専用工場として第４工場建設。

平成11年11月 切削工具部門、受注開始。

平成11年11月 品質管理の徹底を図るため、コレットチャック部門ISO9002(現9001)認証取得。

平成13年３月 コレットチャック部門の生産増大及び生産効率向上を図るため、山梨工場に第５工場を建設。

平成15年３月 当社株式を日本証券業協会へ店頭登録。

平成16年７月 山梨第２工場を切削工具専用工場に改修。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成19年11月 特殊切削工具製作、販売開始。

4



当社の事業内容は、小型自動旋盤等で用いられるコレットチャック等を製造、販売するコレットチャッ

ク部門、小型自動旋盤用カムの設計、製造、販売を行う自動旋盤用カム部門、各種切削工具の再研磨加工

受託及び特殊切削工具の製造、販売を行う切削工具部門の三つの事業部門で構成されております。 

  

ａ コレットチャック部門 

当部門は、高精度、耐摩耗性、耐久性を要求される小型自動旋盤用超硬付コレットチャック等及び各

種工作機械に使用される精密コレットチャック等の製造、販売を行っております。 

コレットチャックは工作機械の一部品であり、素材、加工物又は工具を保持する工具であります。コ

レットチャックの中には工具を保持するドリルチャック、ミーリングチャックと加工物を保持するスプ

リングコレットチャック等があります。当社で製作しているコレットチャックは加工物を保持するスプ

リングコレットチャックであります。小型自動旋盤で使用されるコレットチャックは素材供給装置によ

り自動で１日(８時間)約2,000～3,000回のチャック開閉を行うため、素材とコレットチャックの接触面

に摩耗が発生し、不良品発生の原因となります。コレットチャックの中でも小型精密自動旋盤用コレッ

トチャックは高精度の製品を自動で継続して製作するため、高精度及び耐摩耗性、耐久性が要求される

製品であります。超硬付コレットチャックは素材との接触面に超硬合金を装着しているため、破損や焼

付等による欠損がある場合及びコレットチャック保持具との接触面の摩耗による劣化がある場合等を除

いて、長期間にわたって精度を保つことができます。 

  

ｂ 自動旋盤用カム部門 

当部門は、精密機器、電機、時計、事務器等の部品を製作する小型自動旋盤に使用されるカムの設

計、製造、販売を行っております。 

当社の事業のルーツであります小型自動旋盤用カム(以下「カム」という。)は、小型自動旋盤を作動

させるソフトウェアといえるものであります。数枚のカムを組み合わせて機械に取り付け、刃物及び材

料を制御することにより金属及びプラスチック等の丸棒及び四角、六角等の棒状の材料を種々の形状に

施削し、製品を製作します。 

当社が製造する円板及びリング形状のカムは小型自動旋盤に取り付けられ、１回転するごとに一個の

製品が完成されます。通常、小型自動旋盤は１日(８時間)に2,000～3,000個の製品を製作します。ゆえ

に１日で2,000～3,000回転するため、日を追うごとにカムの摩耗による製品の変形が発生し、不良品の

発生の原因となります。当社のカムは高周波加熱装置により焼入処理をして摩耗を極力防いでいるた

め、概ね50万～100万回転までは精度を保つことができます。 

  

ｃ 切削工具部門 

当部門は、マシニングセンター、フライス盤等の工作機械で機械部品や金型等を製造する時に使用す

る切削工具の再研磨による再生加工を受託しております。 

当社が手掛ける切削工具の再生加工は、主にエンドミル、ドリル、メタルソー等であります。これら

の切削工具は機械部品や金型を製造するときに金属を削る切削工具であります。金属を切削すると刃先

が摩耗します。この摩耗部分を研磨加工で取り除いて、刃先を新品同様に再生するものであります。 

 また、当期より顧客の指定する形状に成形する特殊切削工具の製造販売を始めております。 

  

当社の扱う機械工具は消耗品であるため、リピートオーダーにより継続的な受注が可能となります。当

社の事業は基本的にリピートオーダー中心であり、積極的な受注活動は行っておらず、顧客からの受注を

電話、FAXで受け付け、設計、製造、販売及び加工を行っております。 

３ 【事業の内容】
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事業の系統図は次のとおりであります。 
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該当事項はありません。 

  

事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 

３ その他は営業、管理部門であります。 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

４ 【関係会社の状況】

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

事業部門別 従業員数(人)

コレットチャック部門 56（１）

自動旋盤用カム部門 ２（２）

切削工具部門 18（９）

その他 16（２）

合計 92（14）

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

92
39.3 10.8 5,338

(14)

(2) 労働組合の状況
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(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、引き続く原油価格高騰や原材料価格上昇等により消費意欲に水を差す

状態となり、またアメリカに端を発する金融不安の影響で欧米諸国の消費動向の落ち込みなどがあり

生産活動が停滞してきています。そうした中でもアジア、中東、ロシアなどの外需に牽引された建設

機械、工作機械、造船などに係わる大物部品加工などは好調を維持しています。一方で長い期間日本

の景気を牽引してきた自動車に減速感が出てきています。  

 当社はあらゆる業種の部品加工に使用される消耗工具を扱っているため業種間の好不調は比較的平

準化される傾向にありますが、ここ一年の顧客企業の機械稼働率の低下の影響を受け当社の受注も減

少しました。昨年の後半、当社の上期に受注量が落ち込み、当社の下期に入り若干持ち直しました

が、今年の4月以降、好調を維持していた大手企業が減速傾向に入り上期ほどではないにしても低調な

受注状態が続きました。  

 この結果、当期の売上高は2,186,356千円（前期比1.1％減）、営業利益は794,598千円（前期比

6.2％減）、経常利益は822,779千円（前期比13.3％減）、当期純利益は487,817千円（前期比13.2％

減）となりました。   

部門別の営業の概況は以下のとおりであります。 

＜コレットチャック部門＞ 
  
当社の主力製品であるコレットチャックは主に小型精密部品の切削加工に使用される消耗工具で、

小型自動旋盤で使用されるコレットチャックと専用機などで使用される特殊コレットチャックとで対

応力を高めてまいりましたが、当社の顧客企業の機械稼働率の低下に伴い前期比微減となりました。 

  この結果、当部門の売上高は1,557,987千円と前期比5.5％の減収となりました。 

  

＜自動旋盤用カム部門＞ 
  

大手企業の海外工場移転に伴い、旋削加工部品の国内市場は量産品の減少が一層すすみ、厳しい環

境下にあります。また、小型自動旋盤もＮＣ旋盤に替わられ、すでに機械の製造も中止されておりま

す。しかし、商品寿命の短い一部の商品は国内生産でないと対応がむずかしい面もあり、量産品を短

期間で国内で生産する「すみ分け」ができております。特にこの部門は深くかかわっている量産品の

在庫調整の影響を大きく受けました。  

 この結果、当部門の売上高は102,015千円と前期比15.3％の減収となりました。 

  
  

＜切削工具部門＞ 

  
当部門で切削工具の再研磨を開始して9年余りがたち、一定の顧客基盤が出来上がってきたことか

ら当下期より特殊切削工具の製造に本格的に参入しました。当期は再研磨用研削盤の増設と特殊切削

工具製造用の研削盤導入により事業基盤の強化と新規事業の立ち上げに注力してまいりました。  

 この結果、当部門の売上高は526,353千円と前期比19.0％の増収となりました。  

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益822,779千円、有

価証券の償還による収入2,300,000千円等を計上しましたが、法人税等の支払額359,370千円、投資有価

証券の取得による支出249,674千円、有価証券の取得による支出2,095,654千円、有形固定資産の取得に

よる支出196,955千円、定期預金の純増加額681,107千円等があったことにより、前期末に比べ427,018

千円減少し、当期末は1,237,303千円（前期末比25.7％減）となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当期の営業活動により増加した資金は、515,875千円（前期比25.1％減）となりました。これは、法

人税等の支払額359,370千円等がありましたが、税引前当期純利益822,779千円、減価償却費194,751千

円等を計上したことによるものであります。 

なお、前期と比較すると、税引前当期純利益及び役員退職慰労引当金が減少しております。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当期の投資活動により減少した資金は、774,940千円（前期比111.8％増）となりました。これは、有

価証券の償還による収入2,300,000千円、投資有価証券の売却による収入147,911千円等がありました

が、有価証券の取得による支出2,095,654千円、投資有価証券の取得による支出249,674千円、定期預金

の純増加額681,107千円等があったことによるものであります。   

なお、前期と比較すると、定期預金が増加し、投資有価証券の償還による収入が減少しております。

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当期の財務活動により減少した資金は、167,953千円（前期比5.8％増）となりました。これは全額配

当金の支払額であります。  
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当期の生産実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当社では標準品の場合、受注から製造、出荷までが概ね１日で完了します。 

 また、標準品以外でも数日で出荷が可能な体制をとっております。従って受注残高は軽微であり、受

注実績の記載を省略しております。 

  

当期の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 販売高で10％を超える主要な販売先はありません。 

３ 最近２期における輸出販売高及び輸出割合は次のとおりであります。なお、( )内は総販売実績に対する輸

出高の割合であります。 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業部門別

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

コレットチャック部門 1,605,738 94.4

自動旋盤用カム部門 102,015 84.7

切削工具部門 526,353 119.0

合計 2,234,107 98.7

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業部門別

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

コレットチャック部門 1,557,987 94.5

自動旋盤用カム部門 102,015 84.7

切削工具部門 526,353 119.0

合計 2,186,356 98.9
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輸出先

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

アジア

台湾 146,500 44.3 149,629 50.5

韓国 77,985 23.6 54,155 18.3

中国(香港含む) 51,389 15.5 38,661 13.0

シンガポール 23,862 7.2 25,707 8.7

マレーシア 21,583 6.5 18,881 6.4

その他 9,586 2.9 9,295 3.1

合計
330,907
(15.0％)

100.0
296,331
(13.6％)

100.0
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当社が製造、販売するコレットチャック、自動旋盤用カム、切削工具研磨・製造事業は精密機械部品

または金型等を加工するために使用される工具にかかる事業であるため、当社の業績はこれらの加工業

界の景気動向に影響を受ける傾向にあります。これまでもその影響により業績が大きく変動しておりま

す。今後につきましては、鉄鋼等の原材料の高騰は落ち着きを取り戻したものの、エネルギーの高騰、

消費税率引上げの可能性など、景気回復に影響を与えかねない不安定要素も見受けられ、市場での競合

はますます厳しさを増してきており、決して楽観できる状態にありません。  

このような状況に鑑み、業績の安定化を図るための主力のコレットチャック部門では、小型自動旋盤

用コレットチャックの対応機種を広げ各種専用機及び一般産業機械に使用されるコレットチャックの受

注にも積極的に取り組んでまいります。  

 生産面におきましては、ニーズの多様化するなかで作業の標準化、人材の育成、設備投資による作業

の効率化・能力増強をさらに推進し、製造コストの低減を図り、納期の短縮に努めてまいります。 

また、コレットチャック部門では、品質保証体制の充実した製品作りを行い、顧客の信頼感をさらに

高め、顧客要求に対応し、企業基盤の強化に努める所存であります。 

 営業面におきましてはコレットチャック部門、自動旋盤用カム部門は高品質製品の短納期対応をさら

に充実させ、顧客ニーズに応えることにより市場の優位性を保ってまいります。  

また、海外販売におきましては現地の商社と協力して、十分なアフターサービスを展開し、販売体制

のサポートの強化拡充を図ってまいります。 

切削工具部門では、９年前に新規事業としてスタートし、切削工具の再研磨を主体に顧客先への訪

問・新聞・専門誌への広告などにより新規顧客開拓、リピートオーダーの定着に注力し、ある程度の基

盤ができてまいりました。引き続き営業地域の拡大と、既存の営業地域内での浸透度を高めて、より一

層強固な基盤づくりを目指します。 

また、今後は、切削工具の再研磨に加えて、特殊切削工具の成形・製作に力を入れてまいります。特

殊切削工具製作需要は、再研磨需要同等に大きなものであり、多品種の特殊切削工具に短納期で対応す

ることで受注を確保していくことが可能と考えております。従来対応不能であった難易度の高い特殊切

削工具の製造が可能になったことで、顧客の幅が着実に広がってきており、この動きを確かなものとし

て基盤の強化に努めてまいります。 

  

３ 【対処すべき課題】
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文中における将来に関する事項は、当期末（平成20年６月30日）現在において当社が判断したもので

あります。 

  

(1) 事業の特徴について 

当社の最近５期は、一時的な減少はあるものの、比較的順調に推移してきましたが、将来の業績は景

気動向や機械業界の動向により影響を受ける可能性があります。  

 当社の事業参入の方針は、①多品種少量生産向きで ②確実に需要が見込まれ ③既存のメーカーが

顧客ニーズに充分対応できていない機械工具に対象を絞り、入念な参入準備のもと「高品質、短納期」

を実現し、顧客からの信頼、リピートオーダーの獲得を重視し５年程度で業界での高シェアの確保を目

指すというものです。当社の扱う機械工具は消耗品であるため、リピートオーダーにより継続的な受注

が可能となります。当社の事業は基本的にリピートオ－ダー中心であり、９年前に新規参入した切削工

具部門以外は、積極的な受注活動は行っておりません。営業部門は顧客からの注文を電話、FAXで受け

付け、受注内容を製造部門へ伝達することを主業務としております。そのため当社の業績は機械業界の

設備投資の状況をあらわす実質機械受注（内閣府発表：電力・船舶を除く）にほぼ連動しておりま

す。  
  

① コレットチャック部門について 

   当社の主力製品のスプリングコレットチャックは、自動旋盤による金属の切削加工の大半の局面

で使用される消耗品の機械工具で、安定して一定の需要が見込まれるものであります。最近５期の

売上高は12億円から16億円程度で推移しております。ただし、今後市場規模が大きく拡大するもの

ではなく、当部門の売上高も一定の範囲内で推移する可能性があります。このところ受注増加傾向

にある ＮＣ旋盤・一般産業用機械で使用される特殊コレットチャックについても切削加工におい

て材料の保持方法が変わる場合や、特殊コレットチャックにおいて当社の知名度が充分に高まらな

い場合は、業績に影響を与える可能性があります。   

 また、将来技術革新等により切削工程が不可欠な工程でなくなった場合、当社のコレットチャッ

ク部門の業績に影響を与える可能性があります。 

  

 ② 自動旋盤用カム部門について 

   自動旋盤用カム部門は自動旋盤のＮＣ化、円高による製造メーカーの海外進出に伴う量産品の国

内市場の減少、多品種少量生産に対応不可能等の要因により、年々減少傾向にあります。今後につ

いては、すでに小型自動旋盤メーカーが機械の製造を中止していること、カム式自動旋盤を使える

作業員が高齢化していること、多品種少量生産が時代の趨勢であること等を考えますと、今後とも

この減少傾向は緩やかに継続していくものと思われます。 

  

 ③ 切削工具部門について 

   当社は切削工具部門において工業用刃物の再研磨及び特殊切削工具製造を行っております。工業

用刃物の再研磨は、金属加工の高度化、複雑化に伴い超硬工具の普及が加速し、自社研磨から外部

の専業へ外注するケースが増加しております。この流れを捉え当社は平成11年８月に新規事業展開

を開始いたしました。   

ただし、当社の想定するほど自社研磨から外部の専業へ外注するケースが増加しなかった場合、

当社の切削工具部門の売上高は、当社が想定するほど増加しない可能性があります。  

 また、当期から本格的に開始した特殊切削工具の製造は、従来から対応可能なものは扱っており

ましたが、特殊切削工具製造に適した高精度研削盤を導入し、徐々に受注へと繋がってきていま

す。ただし顧客に当社の特殊切削工具が浸透しない場合は売上が増加しない可能性があります。 

４ 【事業等のリスク】
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(2) 海外市場依存度について 

当社の最近５期における輸出販売高比率は、下表のとおりであります。また、この他に商社を経由

した販売もあります。当社からの販売についてはすべて円建てで行っております。当社の輸出地域で

あるアジアの経済情勢、市場動向及び為替変動等によっては、輸出販売高に影響を与える可能性があ

ります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

該当事項はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

区分

第14期 第15期 第16期 第17期 第18期（当期）

金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率

(千円) (％) (千円) (％) (千円) (％) (千円) (％) (千円) (％)

輸出販売高 320,733 18.2 309,453 16.6 326,254 15.7 330,907 15.0 296,331 13.6

国内販売高 1,443,105 81.8 1,549,960 83.4 1,755,685 84.3 1,880,085 85.0 1,890,025 86.4

合   計 1,763,839 100.0 1,859,413 100.0 2,081,940 100.0 2,210,992 100.0 2,186,356 100.0

５ 【経営上の重要な契約等】

６ 【研究開発活動】
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(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当期末における流動資産の残高は、3,849,721千円（前期末は、3,466,379千円）となり、

383,341千円増加いたしました。これは、現金及び預金が254,089千円増加したこと及び有価証券

が57,718千円，繰延税金資産が50,729千円増加したこと等によるものであります。 

  

(固定資産) 

当期末における固定資産の残高は、3,272,020千円（前期末は3,748,094千円）となり、

476,074千円減少いたしました。これは、繰延税金資産が53,302千円増加しましたが、投資有価

証券が528,690千円減少したことによるものであります。 

  

  

(流動負債) 

当期末における流動負債の残高は、246,227千円（前期末は、322,575千円）となり、76,348千

円減少いたしました。これは、主に未払法人税等が68,997千円減少したことによるものでありま

す。 

  

(固定負債) 

当期末における固定負債の残高は、259,416千円（前期末は370,832千円）となり、111,415千

円減少いたしました。これは、退職給付引当金が14,525千円，役員退職慰労引当金が96,890千円

減少したことによるものであります。 

役員退職慰労引当金の減少は、当期中に退任した取締役２名に退職慰労金108,910千円を支給

したことによるものであります。 

  

(純資産) 

   当期末における純資産の残高は、6,616,097千円（前期末は、6,521,066千円）となり、95,031

千円増加いたしました。これは、当期純利益を487,817千円計上しましたが、その他有価証券評

価差額金が224,786千円減少したこと及び配当金の支払が168,000千円あったこと等によるもの

であり微増に留まりました。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(2) キャッシュ・フローの分析 

第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況の項目をご参照下さい。 

  

（キャッシュ・フロー指標） 

  

 
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

※当社は、第17期から第18期(当期)まで有利子負債は全くありませんので、キャッシュ・フロー対有利子

負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

(3) 経営成績の分析 

（売上高） 

第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績の項目をご参照ください。 

  

  

（営業利益） 

当期における営業利益は、794,598千円（前期は847,320千円）となり、52,721千円減少し、営

業利益の売上高比率は2.0ポイント下降し、36.3％となりました。 

  

（経常利益） 

当期における経常利益は、822,779千円（前期は948,751千円）となり、125,972千円減少いた

しました。これは、営業利益が減少したこと及び営業外収益の有価証券利息、受取配当金が

78,077千円減少したこと等によるものであります。 

また、経常利益の売上高比率は、5.3ポイント下降し、37.6％となりました。 

  

（当期純利益） 

当期における当期純利益は、487,817千円（前期は562,075千円）となり、74,257千円減少いた

しました。当期は、特別損益の計上はなく、経常利益の減少が当期純利益の減少に繋がりまし

た。 

また、当期純利益の売上高比率は3.1ポイント下降し22.3％、１株当たり当期純利益は、

32,521円18銭（前期は37,471円67銭）となりました。 

  

第17期 第18期（当期）

自己資本比率(％) 90.4 92.9

時価ベースの自己資本比率 (％) 104.0 93.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ― ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ― ―
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 当期の設備投資等の総額は194,805千円であり、その主な部門別の内訳は次のとおりであります。 

  

（１）コレットチャック部門 

   当期の主な設備投資等は、生産性の増大のための機械装置等、総額85,235千円の投資を行いまし

た。 

  

（２）切削工具部門 

   当期の主な設備投資等は、生産設備の増大及び能率向上のための機械装置等、総額97,300千円の投

資を行いました。 

  

（３）その他の部門 

   当期の主要な設備投資等は、保有資産整備のための土地及び機能的な作業能率を図るための器具備

品等、12,270千円の投資を行いました。 

  

当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

     なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 

３ 上記の他、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

 
  

第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具 
備品

合計

本社 
(東京都府中市)

販売業務施設 
管理業務施設

59,225 732
142,912
(321.0)

3,601 206,473 11(３)

山梨工場 
(山梨県韮崎市)

製造設備及び 
販売業務施設

386,249 610,581
176,424

(16,798.0)
17,898 1,191,153 81(11)

名称 数量 リース期間
年間リース料

(千円)
リース契約残高 

(千円)

切削工具再研磨機械 １台 ８年 2,545 4,454
所有権移転外 
ファイナンス・リース

精密内面研削盤 １台 ７年 4,596 22,597
所有権移転外 
ファイナンス・リース
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平成20年６月30日現在の設備計画は次のとおりであります。 

  

 
(注)1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. 将来の受注増加に対するための設備増強であります。  

該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

事業所名 
(所在地)

事業部門
の名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 

年月
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

山梨工場 
(山梨県韮崎市)

コレットチャッ
ク部門

機械装置 102,900 ─ 自己資金 平成20年７月 平成21年６月 (注)２

切削工具部門 機械装置 62,000 ─ 自己資金 平成20年７月 平成21年６月 (注)２

(2) 重要な設備の除却等
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該当事項はありません。 

  
  

  該当事項はありません。 

  
  

  

 
(注) 株式の分割（１：３）による増加であります。 

  

平成20年６月30日現在 

 
(注) 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000

計 48,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,000 15,000
ジャスダック
証券取引所

―

計 15,000 15,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成16年８月20日 
(注)

10,000 15,000 ― 292,500 ― 337,400

(5) 【所有者別状況】

区分

株式の状況
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び 

地方公共 

団体

金融機関
金融商品 

取引業者

その他の 

法人

外国法人等
個人 

その他
計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 8 8 16 10 1 1,222 1,265 ―

所有株式数 
(株)

― 501 58 7,742 1,537 2 5,160 15,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 3.34 0.39 51.61 10.25 0.01 34.40 100.00 ―
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平成20年６月30日現在 

 
  

(注)  当期における主要株主の異動は以下の通りであります。 

 なお、金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号の規定に基

づき、主要株主の異動に関する臨時報告書を平成20年６月16日に提出しております。 

  

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社致知
東京都府中市八幡町１丁目４－１
(紅富士ハイツ内)

6,172 41.15

株式会社ナステック 愛知県名古屋市緑区大高町字下塩田18番地 1,500 10.00

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社 証券管理
本部 オペレーション部門）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,
U.S.A 
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20-３恵比寿ガー
デンプレイスタワー)

489 3.26

エーワン精密従業員持株会 東京都府中市分梅町２丁目20－５ 411 2.74

エイチエスビーシー ファン
ド サービシィズ スパークス ア
セット マネジメント コーポレ
イテッド 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店 カストディ業務部）

1 QUEEN’S ROAD CENTRAL HONG KONG
(東京都中央区日本橋３丁目11-１)

333 2.22

ノーザン トラスト カンパニ
ー エイブイエフシー リ ノーザ
ン トラスト ガンジー アイリッ
シュ クライアンツ 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店 カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK 
(東京都中央区日本橋３丁目11-１)

250 1.67

シービー ロンドン スティッ
チング ペンションファンズ 
メタル エン テクニーク 
（常任代理人 シティバンク銀
行株式会社 証券業務部）

BURGEMEESTER ELZENLAAN 329，
2282MZ RIJSWIJK，THE NETHERLANDS 
（東京都品川区東品川２丁目３-14）

250 1.67

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社 （信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 174 1.16

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社 （信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 134 0.89

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 121 0.80

計 ― 9,834 65.56

当該異動に係る主要株主の氏名 異動年月日 所有議決権の数
総株主の議決権に

対する割合

株式会社ナステック 平成20年6月13日
異動前 1,399個 9.33%

異動後 1,500個 10.00%
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平成20年６月30日現在 

 
(注)「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含まれております。 

  

平成20年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,000 15,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 15,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,000 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

(8) 【ストックオプション制度の内容】
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、経営基盤強化のために必要

な内部留保を確保しつつ、経営的な安定配当を行うことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株

主総会であります。このような方針に基づき、当期は１株当たり10,800円の普通配当を実施致しま

す。次期の配当は、配当性向30％を目標とし、11,300円を予定しております。また、内部留保資金に

つきましては、中長期的な視点にたち、将来の成長、発展のために必要な設備投資等に充当し、企業

価値の向上を図ると共に、リスクの少ない投資を検討し、更なる利益配分の増大を進めていく方針で

あります。 

 なお、当社は、会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

 
  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

３ 【配当政策】

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成20年9月27日 162,000 10,800
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(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第15期は( )表示をしており、

平成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会は平成16

年12月13日付でジャスダック証券取引所に移行しております。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所であります。 

  

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

最高(円)
3,660,000 
※840,000

(788,000)
615,000

718,000 620,000 520,000

最低(円)
1,140,000 
※750,000

(398,000)
418,000

462,000 478,000 436,000

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 495,000 489,000 485,000 465,000 463,000 465,000

最低(円) 440,000 441,000 440,000 450,000 445,000 436,000
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（注）１. 監査役中村宏一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２. 取締役の任期は、平成19年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年6月期に係る定時株主総会終

結の時まであります。 

３. 監査役の任期は、平成19年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年6月期に係る定時株主総会終

結の時まであります。 

５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社長

― 林   哲 也 昭和40年６月10日生

平成元年４月 野村證券株式会社入社

(注)2 1

平成16年１月 当社入社

平成17年７月 西日本営業所長

平成17年９月 取締役就任

平成19年10月 代表取締役社長就任（現任）

常務取締役
コレット 
チャック 
部門担当

室 田 武 師 昭和38年12月25日生

昭和61年３月 株式会社エーワン精密(現 株式

会社致知)入社

(注)2 48

平成２年７月 当社入社

平成９年10月 コレットチャック部門リーダー

平成15年９月 取締役就任 

コレットチャック部門担当(現任)

平成19年10月 常務取締役就任(現任)

取締役
切削工具 
部門担当

金  丸  信  行 昭和43年12月24日生

昭和63年５月 株式会社エ－ワン精密(現 株式

会社致知)入社

(注)2 21
平成２年７月 当社入社

平成12年12月 切削工具部門リーダー

平成19年９月 取締役就任（現任）

切削工具部門担当（現任）

取締役相談役 ― 梅 原 勝 彦 昭和14年３月５日生

昭和36年３月 大森電機工業株式会社入社

(注)2 ―

昭和40年５月 有限会社ミツワ製作所を実兄 梅

原幸雄と設立

昭和45年９月 有限会社エーワン精密(現 株式

会社致知)を設立 

同社代表取締役社長就任

平成２年７月 当社を設立 

当社代表取締役社長就任

平成19年10月 取締役相談役就任（現任）

監査役 
(常勤)

― 倉  橋  幹  郎 昭和16年12月14日生

昭和61年７月 株式会社三菱銀行(現 株式会社

三菱東京UFJ銀行)厚木支店副支店

長就任

(注)3 11

平成元年４月 同行(現 株式会社三菱東京UFJ銀

行)業務推進本部法人業務部部長

代理就任

平成２年11月 株式会社エーワン精密へ出向

平成３年７月 ダイヤモンドファクター株式会社

（現 三菱東京UFJファクター株

式会社）ワイドネット事業本部営

業部長就任

平成16年12月 同社（定年退職し現在に至る）

平成19年９月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 中 村 宏 一 昭和16年５月２日生

昭和35年４月 熊本国税局入局

(注)3 ―

昭和47年７月 東京国税局直税部 国税実査官

昭和62年７月 東京国税局調査第一部 

特別国税調査室統括主査

平成７年７月 武蔵府中税務署副署長

平成10年７月 立川税務署副署長

平成12年６月 当社監査役就任(現任)

計 81
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(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、株主・投資家の皆様をはじめとする社会全体に対して、経営の透明性を高め、コーポレー

ト・ガバナンスを有効に機能させるため、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる組織体制と株主

重視の公正な経営システムを構築し、維持することを重要な施策としております。 

  

(2) 企業統治に関する事項 

 ①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況並びにリスク管理体制の整備の状況 

当社は監査役制度採用会社であり、監査役１名は常勤監査役、１名は非常勤社外監査役であります。

取締役会にはすべての監査役が出席し、常勤監査役はさらに社内の各種会議にも積極的に参加してお

り、取締役の職務執行を十分に監視することができる体制となっております。 

また、社内機関による定期審査に加えて、内部品質監査も定期的に実施しております。内部品質監査

は製造部門、営業部門等の品質マネジメントシステムの遵守状況、有効性をチェックし、継続的改善を

図ることを目的として、随時十分な管理が行われる体制になっております。 

  
 

  

 ②役員報酬の内容 

取締役、監査役に対する報酬限度額は、平成14年11月の株主総会における決議により、取締役年額

80,000千円、監査役年額10,000千円以内と定められており、当期における当社取締役および監査役に対

する役員報酬は以下のとおりであります。 

取締役に支払った報酬 ５名  56,800千円 

監査役に支払った報酬 ３名  4,200千円 

(注） 上記には、当事業年度中に退任した取締役１名及び監査役１名に対する報酬を含んでおります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】
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 ③監査報酬の内容 

当社があずさ監査法人と締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は13,000千

円であります。また、当該業務以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(3) 内部監査及び監査役監査の状況 

当社では、内部管理体制の強化を図り、経営活動の信頼性・効率性を確保するため、内部牽制機能が

適切かつ合理的に機能する組織体制を構築いたしております。また、社内規程の整備状況につきまして

は、社内業務全般にわたり諸規程を体系的に整備し、明文化されたルールのもとで、各職位が権限と責

任を持って業務を遂行しております。 

期末日現在の組織上の業務部門及び管理部門の配置状況につきましては、次のとおりであります。 

  

  

 管理グループが社長の任命を受け内部監査を担当しており、担当者は必要に応じて監査役及び監査法

人との調整を行い、効率的な内部監査の実施に努めております。また、１年に最低１回は社内の各部署

の内部監査を管理部において実施し、社内規程にしたがって業務が遂行されているか確認を行っており

ます。 

  

(4) 社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

  特記すべき事項はありません。 
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(5) 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び監査業務に係る補助者の構成 

①業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

指定社員 業務執行社員：小田 哲生、佐藤由紀雄（あずさ監査法人） 

②会計業務にかかる補助者の構成 

公認会計士     ２名 

その他       ５名 

（注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者であります。 

  

(6) 取締役の定数 

  当社の取締役の定数は10名以内とする旨を定款で定めております。 

  

(7) 取締役選任の決議要件 

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないもの

とする旨定款に定めております。 

  

(8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項  

 ① 自己の株式の取得  

 当社は、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議により、市

場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨定款に定めております。これは、企業環境の変化

に対応し、機動的な経営を遂行することを目的とするものであります。  

  

 ② 中間配当  

  当社は、中間配当について、取締役会の決議により、毎年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録

された株主若しくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。こ

れは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。  

  

 ③ 取締役及び監査役の責任免除  

  当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により取締役会の決議

によって、同法第423条第１項に規定する取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役

であったものを含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めてお

ります。これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするもので

あります。  

  

(9) 株主総会の特別決議要件 

  当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、当該株主総会で議決権を

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の

３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩

和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 
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１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。                

なお、第17期（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

第18期（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。                              

         

２ 監査証明について 

当社は、第17期(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づ

き、また第18期(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規

定に基づき、それぞれ財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有しておりませんので、連結財務諸表は作成しておりません。 

  

第５ 【経理の状況】
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１【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

第17期
(平成19年６月30日)

第18期 
(平成20年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,091,127 2,345,216

 ２ 受取手形 ※１ 142,155 143,396

 ３ 売掛金 344,266 343,647

 ４ 有価証券 698,802 756,520

 ５ 製品 3,295 4,781

 ６ 原材料 44,180 47,256

 ７ 仕掛品 122,143 142,766

 ８ 前渡金 500 500

 ９ 前払費用 70 ―

 10 繰延税金資産 15,425 66,154

 11 その他 9,356 2,494

   貸倒引当金 △4,943 △3,012

  流動資産合計 3,466,379 48.0 3,849,721 54.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 816,561 816,561

    減価償却累計額 368,526 448,034 400,725 415,835

  (2) 構築物 82,530 82,530

    減価償却累計額 48,919 33,610 52,891 29,639

  (3) 機械装置 ※２ 1,816,085 2,025,320

    減価償却累計額 1,268,036 548,048 1,414,739 610,581

  (4) 車両運搬具 4,045 4,045

    減価償却累計額 2,969 1,076 3,312 732

  (5) 工具器具備品 73,885 74,302

    減価償却累計額 43,405 30,480 52,802 21,499

  (6) 土地 315,621 319,337

  (7) 建設仮勘定 26,700 7,053

  有形固定資産合計 1,403,571 19.5 1,404,679 19.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 4,875 3,822

  (2) 電話加入権 653 653

  無形固定資産合計 5,529 0.1 4,476 0.1
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第17期
(平成19年６月30日)

第18期 
(平成20年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 長期性預金 300,000 300,000

  (2) 投資有価証券 2,011,903 1,483,213

  (3) 従業員長期貸付金 3,810 3,270

  (4) 破産更生債権等 1,775 4,955

  (5) 長期前払費用 1,052 852

  (6) 繰延税金資産 22,201 75,503

  (7) その他 26 26

     貸倒引当金 △1,775 △4,955

  投資その他の資産合計 2,338,993 32.4 1,862,865 26.2

  固定資産合計 3,748,094 52.0 3,272,020 46.0

  資産合計 7,214,474 100.0 7,121,741 100.0
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第17期
(平成19年６月30日)

第18期 
(平成20年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 15,231 17,154

 ２ 未払金 67,337 63,977

 ３ 未払費用 9,869 10,297

 ４ 未払法人税等 186,685 117,688

 ５ 前受金 1,935 1,435

 ６ 預り金 24,787 20,874

 ７ 役員賞与引当金 16,730 14,800

  流動負債合計 322,575 4.5 246,227 3.5

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 253,952 239,426

 ２ 役員退職慰労引当金 116,880 19,990

  固定負債合計 370,832 5.1 259,416 3.6

  負債合計 693,408 9.6 505,643 7.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 292,500 4.0 292,500 4.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 337,400 337,400

    資本剰余金合計 337,400 4.7 337,400 4.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 20,000 20,000

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 13,771 5,131

    別途積立金 4,840,000 5,140,000

    繰越利益剰余金 839,226 867,683

   利益剰余金合計 5,712,998 79.2 6,032,815 84.7

   株主資本合計 6,342,898 87.9 6,662,715 93.5

Ⅱ 評価・換算差額等

  １その他有価証券評価 
   差額金

178,168 2.5 △46,617 △0.6

   評価・換算差額等合計 178,168 2.5 △46,617 △0.6

   純資産合計 6,521,066 90.4 6,616,097 92.9

   負債・純資産合計 7,214,474 100.0 7,121,741 100.0
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② 【損益計算書】

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,210,992 100.0 2,186,356 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 2,347 3,295

 ２ 当期製品製造原価 1,039,626 1,073,792

   合計 1,041,974 1,077,088

 ３ 製品期末たな卸高 3,295 1,038,679 47.0 4,781 1,072,306 49.0

   売上総利益 1,172,313 53.0 1,114,049 51.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 5,027 7,065

 ２ 運賃荷造費 42,833 41,844

 ３ 役員報酬 51,600 46,200

 ４ 給料手当 45,256 47,926

 ５ 賞与 28,192 28,109

 ６ 福利厚生費 16,858 20,695

 ７ 退職給付費用 7,306 5,273

 ８ 役員退職慰労引当金繰入額 13,510 12,020

 ９ 役員賞与引当金繰入額 16,730 14,800

 10 減価償却費 8,054 9,025

 11 租税公課 10,620 10,684

 12 支払報酬 15,495 17,069

 13 貸倒引当金繰入額 1,487 1,300

 14 その他 62,018 324,993 14.7 57,436 319,450 14.7

   営業利益 847,320 38.3 794,598 36.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5,545 8,659

 ２ 有価証券利息 29,380 9,151

 ３ 受取配当金 67,145 9,297

 ４ その他 1,318 103,390 4.7 1,145 28,254 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 投資有価証券売却損 1,958 1,958 0.1 74 74 0.0

   経常利益 948,751 42.9 822,779 37.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 256 256 0.0 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 14,463 14,463 0.6 ― ― ―

   税引前当期純利益 934,545 42.3 822,779 37.6

   法人税、住民税及び事業税 375,000 291,000

   法人税等調整額 △2,530 372,470 16.9 43,962 334,962 15.3

   当期純利益 562,075 25.4 487,817 22.3

32



  

 
  

原価計算の方法は、単純総合原価計算であり、期中は予定原価を用い、差額は期末において製品、仕掛品、売上

原価に配賦しております。 

  

※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

 
  

製造原価明細書

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 133,359 12.6 135,878 12.4

Ⅱ 労務費 576,225 54.3 569,163 52.0

Ⅲ 経費 ※１ 351,957 33.1 389,373 35.6

  当期総製造費用 1,061,541 100.0 1,094,415 100.0

  期首仕掛品たな卸高 100,228 122,143

合計 1,161,770 1,216,559

  期末仕掛品たな卸高 122,143 142,766

  当期製品製造原価 1,039,626 1,073,792

(原価計算の方法)

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

項目 金額(千円) 金額(千円)

外注加工費 51,835 63,022

減価償却費 150,081 185,725

消耗品費 67,048 63,242
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第17期（自 平成18年７月１日  至 平成19年６月30日） 

③ 【株主資本等変動計算書】

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 292,500 337,400 337,400

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ― ―

 別途積立金の積立 ― ― ―

 当期純利益 ― ― ―

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年６月30日残高(千円) 292,500 337,400 337,400

株主資本

利益剰余金
株主資本 

合計利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金 

合計特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 20,000 27,355 4,540,000 722,567 5,309,922 5,939,822

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △159,000 △159,000 △159,000

 特別償却準備金の取崩 ― △13,583 ― 13,583 ― ―

 別途積立金の積立 ― ― 300,000 △300,000 ― ―

 当期純利益 ― ― ― 562,075 562,075 562,075

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― △13,583 300,000 116,658 403,075 403,075

平成19年６月30日残高(千円) 20,000 13,771 4,840,000 839,226 5,712,998 6,342,898

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

評価・換算差額等 

合計

平成18年６月30日残高(千円) 119,045 119,045 6,058,868

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △159,000

 特別償却準備金の取崩 ― ― ―

 別途積立金の積立 ― ― ―

 当期純利益 ― ― 562,075

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
59,122 59,122 59,122

事業年度中の変動額合計(千円) 59,122 59,122 462,197

平成19年６月30日残高(千円) 178,168 178,168 6,521,066
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第18期（自 平成19年７月１日  至 平成20年６月30日） 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年６月30日残高(千円) 292,500 337,400 337,400

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ― ―

 別途積立金の積立 ― ― ―

 当期純利益 ― ― ―

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成20年６月30日残高(千円) 292,500 337,400 337,400

株主資本

利益剰余金
株主資本 

合計利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金 

合計特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年６月30日残高(千円) 20,000 13,771 4,840,000 839,226 5,712,998 6,342,898

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △168,000 △168,000 △168,000

 特別償却準備金の取崩 ― △8,639 ― 8,639 ― ―

 別途積立金の積立 ― ― 300,000 △300,000 ― ―

 当期純利益 ― ― ― 487,817 487,817 487,817

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― △8,639 300,000 28,457 319,817 319,817

平成20年６月30日残高(千円) 20,000 5,131 5,140,000 867,683 6,032,815 6,662,715

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

評価・換算差額等 

合計

平成19年６月30日残高(千円) 178,168 178,168 6,521,066

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △168,000

 特別償却準備金の取崩 ― ― ―

 別途積立金の積立 ― ― ―

 当期純利益 ― ― 487,817

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△224,786 △224,786 △224,786

事業年度中の変動額合計(千円) △224,786 △224,786 95,031

平成20年６月30日残高(千円) △46,617 △46,617 6,616,097
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④【キャッシュ・フロー計算書】

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 934,545 822,779

 ２ 減価償却費 158,136 194,751

 ３ 長期前払費用償却額 140 200

 ４ 固定資産売却益 △256 ―

 ５ 固定資産除却損 14,463 ―

 ６ 貸倒引当金の増減（△減少）額 1,046 1,249

 ７ 役員賞与引当金の増減（△減少）額 1,080 △ 1,930

 ８ 退職給付引当金の増減（△減少）額 10,884 △ 14,525

 ９ 役員退職慰労引当金の増減（△減少）額 △27,630 △ 96,890

 10 受取利息及び受取配当金 △102,072 △ 27,108

 11 投資有価証券売却損 1,958 74

 12 売上債権の増減（△増加）額 14,018 △ 621

 13 たな卸資産の増減（△増加）額 △28,803 △ 25,184

 14 仕入債務の増減（△減少）額 △2,559 1,923

 15 未払金の増減（△減少）額 877 △ 1,256

 16 その他 1,521 △ 3,980

    小計 977,350 849,480

 17 利息及び配当金の受取額 109,011 25,765

 18 法人税等の支払額 △397,724 △359,370

 営業活動によるキャッシュ・フロー 688,638 515,875

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の純増減（△増加）額 506,722 △681,107

 ２ 有価証券の取得による支出 △2,396,664 △2,095,654

 ３ 有価証券の償還による収入 1,900,000 2,300,000

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △650,333 △249,674

 ５ 投資有価証券の売却による収入 99,903 147,911

 ６ 投資有価証券の償還による収入 500,000 ―

 ７ 有形固定資産の取得による支出 △312,490 △ 196,955

 ８ 有形固定資産の除却による支出 △6,000 ―

 ９ 有形固定資産の売却による収入 2,476 ―

 10 無形固定資産の取得による支出 △4,742 ―

 11 貸付による支出 △4,000 ―

 12 貸付金の回収による収入 190 540

 13 その他 △1,000 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー △365,938 △774,940

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 配当金の支払額 △158,818 △167,953

 財務活動によるキャッシュ・フロー △158,818 △167,953

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△減少）額 163,881 △427,018

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,500,440 1,664,321

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,664,321 1,237,303
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重要な会計方針

項目
第17期

(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

１ 有価証券の評価基準及
び評価方法

(1) 満期保有目的の債券
償却原価法

(2) その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

(1) 満期保有目的の債券
同左

(2) その他有価証券
時価のあるもの

同左

２ たな卸資産の評価基準
及び評価方法

総平均法による原価法 同左

３ 固定資産の減価償却の
方法

 

(1) 有形固定資産
法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。
建物（建物附属設備は除く）
① 平成10年３月31日以前に取得し

たもの
旧定率法

② 平成10年４月１日から平成19年
３月31日までに取得したもの

旧定額法
③ 平成19年４月１日以降に取得し

たもの
定額法

建物以外
① 平成19年３月31日以前に取得し

たもの
旧定率法

② 平成19年４月１日以降に取得し
たもの

定率法
 
主な耐用年数

建物及び構築物 15年～50年
機械装置 10年

 

(1) 有形固定資産
定率法(ただし、平成10年4月1日以降
取得した建物（建物附属設備は除
く）については、定額法)を採用して
おります。 
 
なお、主な耐用年数は下記のとおり
であります。

主な耐用年数

建物及び構築物 15年～50年
機械装置 10年

(追加情報) 
 法人税法改正に伴い、平成19年3月31
日以前に取得した資産については、改正
前の法人税法に基づく減価償却の方法の
適用により取得価額の５％に到達した事
業年度の翌事業年度より、取得価額の
５％相当額と備忘価額との差額を５年間
にわたり均等償却し、減価償却費に含め
て計上しております。  
 なお、この変更により、営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ
6,991千円減少しております。  
 

(2) 無形固定資産
ソフトウェア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間（５
年）による定額法によっております。

(2) 無形固定資産
同左

(3) 長期前払費用
均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。

(3) 長期前払費用
同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 役員賞与引当金
 役員の賞与の支給に備えるため、役
員賞与支給見込額のうち当期に負担す
べき額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金
同左

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額に
基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金
同左

(4) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

(4) 役員退職慰労引当金
同左
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項目
第17期

(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

同左

６ キャッシュ・フロー計
算書における資金の範
囲

キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許現
金、随時引き出し可能な預金及び容易に
換金可能であり、かつ価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投
資からなっております。

同左

７ その他財務諸表作成の
ための基本となる重要
な事項

消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の処理方法
同左

会計処理の変更

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

（減価償却方法の変更）
  当事業年度から法人税法の改正にともない、平成19年４

月１日以降取得の有形固定資産については、改正法人税法
に規定する償却方法により減価償却費を計上しておりま
す。

  なお、この変更における営業利益、経常利益及び税引前
当期純利益に与える影響は軽微であります。

 
 
      ────────────

注記事項

(貸借対照表関係)

第17期 
(平成19年６月30日)

第18期
(平成20年６月30日)

※１ 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、当期末

日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。

  当期末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 

受取手形 14,445千円
 

※１ 

 

 

 

    ────────── 

※２ 過年度に取得した機械装置のうち、国庫補助金に

よる圧縮記帳額は6,097千円であり、貸借対照表計

上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

※２        同左

(損益計算書関係)

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

車両運搬具 256千円

 

※１ 

  

     ────────── 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 8,199千円

工具器具備品 264千円

除却費用 6,000千円

合計 14,463千円

※２ 

  

     ──────────
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第17期（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

  

１．発行済株式に関する事項 

 
  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 
  

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
  

第18期（自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日） 

  

１．発行済株式に関する事項 

 
  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 
  

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式(株) 15,000 － － 15,000

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

（千円） （円）

平成18年9月23日

定時株主総会
普通株式 159,000 10,600 平成18年6月30日 平成18年9月26日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

（千円） （円）

平成19年9月22日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 168,000 11,200 平成19年6月30日 平成19年9月26日

株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式(株) 15,000 － － 15,000

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

（千円） （円）

平成19年9月22日

定時株主総会
普通株式 168,000 11,200 平成19年6月30日 平成19年9月26日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

（千円） （円）

平成20年9月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 162,000 10,800 平成20年6月30日 平成20年9月30日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成19年６月30日)

現金及び預金勘定 2,091,127千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △426,805千円

現金及び現金同等物 1,664,321千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日)

現金及び預金勘定 2,345,216千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,107,912千円

現金及び現金同等物 1,237,303千円

(リース取引関係)

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 52,533 18,341 34,192

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 

(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 52,533 25,482 27,051

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 (注)        同左

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,141千円

１年超 27,051千円

合計 34,192千円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,141千円

１年超 19,909千円

合計 27,051千円

 (注)        同左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 7,141千円

減価償却費相当額 7,141千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 7,141千円

減価償却費相当額 7,141千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 
  

(有価証券関係)

  
  
  

区分

第17期
（平成19年６月30日）

第18期 
（平成20年６月30日）

  
  

取得原価 
  
  

（千円）

貸借対照表日 
における貸借 
対照表計上額 

  
（千円）

  
差額 

  
  

（千円）

  
取得原価 

  
  

（千円）

  
貸借対照表日 
における貸借 
対照表計上額 

  
（千円）

  
差額 

  
  

（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

 ① 株式 ― ― ― ― ― ―

 ② 債券

    国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

    社債 ― ― ― ― ― ―

    その他 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 816,333 1,143,400 327,066 465,494 552,384 86,890

小計 816,333 1,143,400 327,066 465,494 552,384 86,890

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

 ① 株式 ― ― ― ― ― ―

 ② 債券

    国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

    社債 400,100 368,503 △31,596 500,446 348,705 △151,740

    その他 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 ― ― ― 352,182 339,722 △12,460

小計 400,100 368,503 △31,596 852,628 688,427 △164,200

合計 1,216,433 1,511,903 295,470 1,318,122 1,240,812 △77,309

区分

  
第17期 

（自 平成18年７月１日 
  至 平成19年６月30日） 

 

  
第18期 

（自 平成19年７月１日 
  至 平成20年６月30日） 

 

売却額 
（千円）

売却益の合計額 
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額
（千円）

売却益の合計額 
（千円）

売却損の合計額
（千円）

① 株式 ― ― ― ― ― ―

② 債券 ― ― ― ― ― ―

③その他 99,903 ― 1,958 147,911 ― 74

合計 99,903 ― 1,958 147,911 ― 74
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３ 時価評価されていない有価証券 

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還予定額 

第17期（平成19年６月30日） 

 
  

第18期（平成20年６月30日） 

 
  

区分

第17期
（平成19年６月30日）

第18期 
（平成20年６月30日）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額 
（千円）

① 満期保有目的の債券

   国債・地方債等 199,620 ―

   社債 500,000 500,000

   その他

    コマーシャルペーパー 499,182 498,920

合計 1,198,802 998,920

区分
１年以内

(千円)

１年超５年以内 

(千円)

５年超10年以内 

（千円）

10年超 

（千円）

① 債券

    国債・地方債等 199,620 ― ― ―

    社債 ― 368,503 ― 500,000

    その他

     コマーシャルペーパー 499,182 ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 698,802 368,503 ― 500,000

区分
１年以内

(千円)

１年超５年以内 

(千円)

５年超10年以内 

（千円）

10年超 

（千円）

① 債券

    国債・地方債等 ― ― ― ―

    社債 257,599 91,106 ― 500,000

    その他

     コマーシャルペーパー 498,920 ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 756,520 91,106 ― 500,000
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第17期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 
当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  
第18期(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
  

  

 
  

（ストック・オプション等関係） 

第17期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

第18期(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

(デリバティブ取引関係)

（退職給付関係）

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及

び厚生年金基金制度（複数事業主制度）を設けており

ます。退職給付債務の算定は簡便法によっておりま

す。

 

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を 

 設けるほか、総合設立の厚生年金基金制度（複数事業 

 主制度）に加入しております。

  なお、要拠出額を退職給付費用として処理している 

 複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま 

 す。 

 

 (1) 制度全体の積立状況に関する事項  

    (平成19年３月31日現在）  

 

年金資産の額 103,268,417千円

年金財政計算上の
給付債務額

100,257,152千円

差引額 3,011,265千円

 (2) 制度全体に占める当社の給与総額割合 

    (平成20年６月30日現在） 

                 0.43％

 (3) 補足説明 

    上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

   過去勤務債務残高12,369,093千円及び別途積立金

     15,380,358千円であります。本制度における過去勤 

     務債務の償却方法は期間17年の元利均等償却であり 

     ます。 

 

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 253,952千円

② 退職給付引当金 253,952千円

 

 （注）上記には厚生年金基金制度を含めておりませ

ん。なお年金資産の額は、427,340千円でありま

す。

 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務の算定は簡便法によっております。

① 退職給付債務 239,426千円

② 退職給付引当金 239,426千円

 

（注）上記には厚生年金基金制度を含めておりません。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 退職給付費用 41,921千円

 

 （注）上記には厚生年金基金制度を含めております。

なお年金拠出額は、6,371千円であります。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 退職給付費用 38,658千円

 

（注）上記の退職給付費用には、厚生年金基金への拠出 

  額13,932千円が含まれております。

 （追加情報） 

  当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部

 改正（その２）」（企業会計基準第14号 平成19年５月 

 15日）を適用しております。
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第17期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  該当事項はありません。 

  

第18期(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

  該当事項はありません。 

  

第17期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

第18期(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

第17期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

該当事項はありません。 
  

第18期(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

(税効果会計関係)

第17期 
(平成19年６月30日)

第18期 
(平成20年６月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産
 未払事業税 14,093千円
 未払法定福利費 545千円
 退職給付引当金 100,819千円
 役員退職慰労引当金 46,401千円
 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,224千円
 その他有価証券評価差額金 12,543千円
 減価償却限度超過額 996千円
 繰延税金資産合計 176,624千円

繰延税金負債
 未払消費税 △87千円
 特別償却準備金 △9,066千円
 その他有価証券評価差額金 △129,845千円

 繰延税金負債合計 △138,998千円

 繰延税金資産の純額 37,626千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産
 未払事業税 8,386千円
 未払法定福利費 447千円
 退職給付引当金 95,052千円
 役員退職慰労引当金 7,936千円
 貸倒引当金 1,731千円
 その他有価証券評価差額金 65,187千円
 減価償却費 790千円
 繰延税金資産合計 179,531千円

繰延税金負債
 
 特別償却準備金 △3,378千円
 その他有価証券評価差額金 △34,495千円

 繰延税金負債合計 △37,873千円

 繰延税金資産の純額 141,658千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以

下であるため、注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

           同左

（企業結合等関係）

(持分法損益等)

【関連当事者との取引】
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（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 

  

  

第17期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

第18期(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  
  
  
  

(１株当たり情報)

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 434,737円77銭 １株当たり純資産額 441,073円19銭

１株当たり当期純利益 37,471円67銭 １株当たり当期純利益 32,521円18銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項 目

第17期
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

第18期
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

金額（千円） 金額（千円）

損益計算書上の当期純利益 562,075 487,817

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 562,075 487,817

普通株式の期中平均株式数（株） 15,000 15,000

(重要な後発事象)
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【債券】

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

有価証券

満期保有目
的の債券

ＡＢＣＰ債 500,000 498,920

小計 500,000 498,920

その他有価
証券

期限前償還条項付ユーロ円建他社株
式転換特約付債

300,000 196,752

早期償還条項付ユーロ円建て他社株式
転換特約付債

100,100 60,847

小計 400,100 257,599

投資 有価
証券

満期保有目
的の債券

マルチコーラブル・円元本確保型ク
ーポン日経平均リンク債

500,000 500,000

小計 500,000 500,000

その他有価
証券

早期償還条項付ユーロ円建て他社株
式転換特約付債

100,346 91,106

小計 100,346 91,106

計 1,500,446 1,347,626

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(千口) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価
証券

その他有
価証券

（証券投資信託受益証券）
エス・ビー・日本株オープン２２５

389,670 252,895

（証券投資信託受益証券）
積立て株式ファンド

1,135,056 242,902

（証券投資信託受益証券）
２２５ＩＤＸオープン

89,577 117,902

（証券投資信託受益証券）
ＤＩＡＭ高格付インカムＯＰ毎月

100,000 96,820

（証券投資信託受益証券）
三菱UFJインデックス225オープン

81,337 66,355

（証券投資信託受益証券）
日本インデックスオープン２２５

70,000 58,576

（証券投資信託受益証券）
株式インデックス２２５

119,000 56,655

計 1,984,641 892,107
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（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額であります。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 816,561 ― ― 816,561 400,725 32,198 415,835

 構築物 82,530 ― ― 82,530 52,891 3,971 29,639

 機械装置 1,816,085 209,235 ― 2,025,320 1,414,739 146,703 610,581

 車両運搬具 4,045 ― ― 4,045 3,312 343 732

 工具器具備品 73,885 1,501 1,083 74,302 52,802 10,481 21,499

 土地 315,621 3,715 ― 319,337 ― ― 319,337

 建設仮勘定 26,700 7,553 27,200 7,053 ― ― 7,053

有形固定資産計 3,135,429 222,005 28,283 3,329,151 1,924,471 193,698 1,404,679

無形固定資産

 ソフトウェア 5,837 ― ― 5,837 2,015 1,053 3,822

 電話加入権 653 ― ― 653 ― ― 653

無形固定資産計 6,491 ― ― 6,491 2,015 1,053 4,476

長期前払費用 1,052 ― ― 1,052 200 200 852

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

機械装置 コレットチャック部門設備  85,235千円

切削工具部門設備  124,000千円

【社債明細表】

【借入金等明細表】

【引当金明細表】

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 

(千円)

当期減少額 
(その他) 
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 6,718 6,246 51 4,945 7,968

役員賞与引当金 16,730 14,800 16,730 ― 14,800

役員退職慰労引当金 116,880 12,020 108,910 ― 19,990
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① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

(2) 【主な資産及び負債の内容】

区分 金額(千円)

現金 1,051

預金

当座預金 196,232

普通預金 163,519

定期預金 1,983,932

別段預金 480

小計 2,344,165

合計 2,345,216

相手先 金額(千円)

ミネベア株式会社 11,741

株式会社ツガミ 10,513

株式会社真田 6,939

東和機工株式会社 6,117

株式会社国興 5,128

その他 102,957

合計 143,396

期日別 金額(千円)

平成20年７月 36,210

    ８月 35,966

    ９月 35,414

    10月 25,153

    11月 10,650

合計 143,396
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ｃ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 製品 
  

 
  

ｅ 原材料 
  

 
  

相手先 金額(千円)

スター精密株式会社 21,503

章和貿易股分有限公司 20,500

ミネベア株式会社 6,240

嘉行企業有限公司 5,487

長朋精密機械有限公司 5,294

その他 284,620

合計 343,647

前期繰越高(千円) 
  

(Ａ)

当期発生高(千円) 
  

(Ｂ)

当期回収高(千円)
  

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
  

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
366

344,266 2,280,857 2,281,476 343,647 86.9 55.2

品名 金額(千円)

コレットチャック 4,781

合計 4,781

品名 金額(千円)

超硬チップ 21,071

カムブランク 14,611

チャックブランク 8,565

鋼丸棒 2,764

超硬丸棒 243

合計 47,256
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ｆ 仕掛品 

  

 
  

② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

 
  

  

  

  

該当事項はありません。 

  

品名 金額(千円)

コレットチャック 142,766

合計 142,766

相手先 金額(千円)

株式会社美和テック 6,741

日本コーティングセンター株式会社 5,306

株式会社峰岸商会 2,850

有限会社オリオン機工 889

伊奈製作所 619

その他 747

合計 17,154

(3) 【その他】
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ―

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、電子公告を行うことができない事故そ

の他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。 

  公告掲載ＵＲＬ http://www.a-one-seimitsu.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

  

  

  

  

  

第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度 第17期 （自 平成18年７月１日
 至 平成19年６月30日）

平成19年９月25日関東財務局長に提出

(2) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく
臨時報告書を平成19年10月１日関東財務局長に提出。

(3) 半期報告書

事業年度 第18期中 （自 平成19年７月１日
  至 平成19年12月31日）

平成20年３月７日関東財務局長に提出

(4) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年９月25日関東財務局長に提出の事業年度（第17期）（自 平成18年７月１日 至 平
成19年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成20年５月20日関東財務局長へ提
出。

(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨
時報告書を平成20年６月16日関東財務局長に提出。

(6) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記(5)の臨時報告書の訂正報告書）を平成20年６月16日関東財務局長に提出。

(7) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年９月25日関東財務局長に提出の事業年度（第17期）（自 平成18年７月１日 至 平
成19年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成20年７月７日関東財務局長へ提
出。

(8) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記(5)の臨時報告書の訂正報告書）を平成20年９月９日関東財務局長に提出。
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成19年９月25日

株式会社エーワン精密 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エーワン精密の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第17期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社エーワン精密の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   田   哲   生 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐   藤   由 紀 雄 ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(有価証券報告書提出会社)が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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平成20年９月29日

株式会社エーワン精密 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社エーワン精密の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第18期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社エーワン精密の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   田   哲   生 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐   藤   由 紀 雄 ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(有価証券報告書提出会社)が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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